
 

 

プラスチック製品製造業における 

「職業能力の体系」の整備等に関する調査研究 

【 調査研究概要 】 

分野：職業能力開発の実践に必要な調査研究 

担当室名：高度訓練開発室 

 

１．はじめに 

平成 27年 10 月 1日改正の「高齢・障害・求職者

雇用支援機構 職業訓練サービスガイドライン」第

4章組織マネジメント 4.9 ナレッジ・マネジメン

ト（国家的資産の蓄積と継承）にあるように職業能

力開発体系モデルデータ（職業能力の体系及び職業

訓練の体系）は国家的資産として蓄積し、これらを

適切に継承し、充実を図ることとなっている。見直

し整備としては、昨年度の「自動車部分品・附属品

製造業」の職業能力の体系の整備に続き、今年度は

プラスチック製品製造業の職業能力の体系を整備

（職業能力の体系の整備等に関する調査研究）した

ので、その報告をする。 

ここでは、平成14年度版の当該体系に係る見直し

整備の実施体制（スケジュール含む）及びその成果

物（業務の流れ図、職務構成表等）を報告する。こ

れらの職業能力の見直し整備が職業訓練コースに関

するカリキュラムや指導ノウハウ、教材、評価シー

ト、及びキャリアコンサルティングの相談ノウハウ、

相談ツール・事例等に役立てば幸いである。 

 

２．実施体制等、スケジュール 

現有の職業能力開発体系 97 業種中の今年度見直

し整備対象業種は、以下の理由により選定され実施

した。 

・過去 5 年間の当該体系データのダウンロード数が

平均300件以上と整備後も活用が見込まれること。 

・平成14年度更新整備した業種であり、職務・仕事

が変化した可能性が大きいこと。 

この職業能力の体系の見直しの実施体制は、①前

回同様、全日本プラスチック製品工業連合会の協力

を得て、外部委員会の設置、②当機構のプラスチッ

ク分野を専門とする職業訓練指導員の作業部会設

置、③同団体傘下企業をはじめとした関連企業のヒ

アリング訪問（事務局及び作業部会委員で実施）等

を核として見直し整備を展開した。スケジュール概

要としては、4月～6月に、団体協力依頼を通して業

界動向に係る情報収集、業務の流れ図、職務構成、

職務分析表の原案作成、外部委員(3 名)・作業部会

委員(4 名)の委嘱手続き等を行い、7 月～12 月に委

員会、作業部会をそれぞれ年 4 回、年 3回開催し、

見直し整備を行い、作業部会 3 回開催中には委員会

との合同会議(1 日)を開催し外部委員との意見交換

を通して見直しを進めている。最終的な職務分析表

等の精査は、12月開催の外部委員会(第 4回目)で行

った。併せて、両委員会の開催期間中に関東・東海

・近畿、中国・九州ブロックの10企業にヒアリング

訪問を行い、結果を委員会・作業部会に反映させて

いる。1 月以降、業務の流れ図、職務構成・分析表

の修正や報告書(資料シリーズ)の発行に向けて進行

中である。 

 

３．職業能力の体系の見直し整備について 

頭に記載した当該サービスガイドラインの位置づ

けもある中、本来、当職業能力開発体系は、職業能

力開発促進法の第一章総則第三条（職業能力開発促

進の基本理念）に基づき、労働者、中小企業等にお

ける人材育成に資するためのものである。事業主団

体等との連携・協力のもと、各業界における職務遂

行に必要な職業能力を体系的に整備し、各企業の職

務、仕事、作業の明確化するための業界のモデル体

系（職業能力の体系）を通して、課題別・職能別・

目標別の企業の独自研修の企画・実施を図り、引い

ては業界全体、我が国全体の人材育成につながるも

のである。その研修の企画・実施に向け相談支援す

ることも当機構施設の存在理由の重要な一つでもあ

り、全国施設に向けた職業能力開発プロデュースガ

イドも職業能力開発体系を活用した事業主支援の在

り方を示したものとなっている。 

３－１ 今回の整備対象の業界の特徴 

 平成 14 年度の整備から約 17 年が経過している

中、プラスチック製品製造業における材料、加熱、

成形、冷却、2 次加工等の各工程の技術自体、大き

な変化はないが、業界を取り巻く産業テクノロジ

ーの発展自体（成形ＣＡＥ技術の進展、成形機の

性能向上等）には著しいものがある。また、過去

10 年間の業界全体の出荷額を見ても 10～12 兆円

の右肩上がりの傾向であり、短期的には堅調な成

長が見込める。ただ、長期的には原材料である石

油価格の高騰やマイクロプラスチック問題による

プラスチック離れなど不安要素も多々ある状況で

ある。 

 その他、主な特徴は以下のとおりである。 

・50 人以下の事業所数割合が 8割強  
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・4人～199 人規模の従業者数割合が 8割弱 

・50 人～199 人規模の出荷額割合が 5割 

 (4 人～49 人規模の出荷額を含めると 8 割弱) 

・日本標準産業分類上での工業用プラスチック製

品製造の事業所割合が 4割弱 

当該業界の特徴を踏まえ、従業者規模 50 人程

度の事業所を中心にヒアリング、当該体系の整

備を行った。また、成形法は射出成形、ブロー

成形に焦点を当て、以下の基本方針で見直しを

行うこととし、その成果を 3.2 及び 3.3 に記載

する。 

・平成 14 年度版データを踏まえた見直し整備を行

う。 

・具体的な整備内容は、「職業能力の体系」の整備

に関するマニュアルに従う。 

・業務の流れ図、職務構成表、職務分析表の順に

見直し、職業能力の体系(様式 1～4)を作成する。 

・最終的に仕事のレベル表記は、「2～」と表現し、

区分及び個人の能力レベルを組み合わせた表現

とする。 

３－２ 業務の流れ図 

 整備対象業種は、中分類（日本標準産業分類）

という業種の幅、マイクロプラスチック問題等の

環境問題、企業規模に関係しないよう、業界全体

の汎用性を意識した結果となった。（図 1参照）  

業務全体に関係する「生産管理」、「品質管理」、

そして「技術」と「製造」の 4 部門に分け、上か

ら下への業務の流れの中、「技術」と「製造」の相

互関連も踏まえた流れ図となった。 

 
図１ 業務の流れ図 

３－３ 職務構成表、職務分析表 

 平成 14 年度版の当該体系データを基に、3-1 で

述べたマニュアルを踏まえ、両部会で検討した職

務構成表（部門-職務）及び職務分析表(部門-職務

-仕事-作業-必要な職業能力）を作成した。 

 表１に職務構成表（令和元年度版と平成 14 年度

版）で見直し変更点等がわかるよう示した。 

職務分析表は、データ量が多く、ここでの記載

は割愛する。 

       表１ 職務構成表 

   (新) 令和元年度版   (旧) 平成 14年度版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職務構成・分析表を整備する上で、経営～品質

管理までは、過去整備した製造業全般の汎用デー

タを交えて追加・修正を行った。技術（開発・生

産）と製造は、平成 14 年度版を踏まえて業務の流

れに沿って職務、仕事、作業を再度見直し、検討

・整理した。なお、業界に関連する法令・規制改

正等に伴う追加・修正やプラスチック製品製造の

成形業に必要な仕事・作業等を核として見直した

こと、及び現場の実態、業務の流れに合わせたこ

とが今回のポイントとなった。 

 

４．まとめ 

令和元年度は、17 年ぶりにプラスチック製品製

造業を見直した。その中で、将来的な職業能力開

発体系の更新計画の策定や現97業種の内容の検討

・修正、更に体系データの新規・更新に関する整

備方法など、多くの課題も明確となっている。次

年度以降も、整備対象業種を決定した上で、これ

らの課題にも取り組みながら、当該体系の見直し

を進めていくこととなる。 
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